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平成２７年３月１２日判決言渡 同日原本交付 裁判所書記官  

平成２５年（ワ）第２８３４２号 著作権侵害差止等請求事件 

口頭弁論終結日 平成２７年１月２０日 

判 決             

東京都国立市＜以下略＞ 

原 告               公益財団法人生長の家社会事業

団 

東京都中央区＜以下略＞ 

原 告               株 式 会 社 光 明 思 想 社              

上記両名訴訟代理人弁護士               内 田  智              

東京都港区＜以下略＞ 

被 告               株 式 会 社 日 本 教 文 社              

同 訴 訟 代 理 人 弁 護 士               脇 田 輝 次              

東京都渋谷区＜以下略＞ 

被 告               生 長 の 家              

同 訴 訟 代 理 人 弁 護 士               田  中  美 登 里              

田  中  伸 一 郎              

外 村 玲 子              

主 文             

１ 被告株式会社日本教文社は，原告公益財団法人生長の家社会事

業団に対し，別紙書籍目録記載１の書籍を複製し，頒布し，又は

インターネットのホームページ等の媒体を用いて販売の申出をし

てはならない。 

２ 被告株式会社日本教文社は，原告公益財団法人生長の家社会事

業団に対し，自ら在庫として保管し又は一般財団法人世界聖典普

及協会において保管する前項の書籍を廃棄せよ。 
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３ 被告生長の家は，原告公益財団法人生長の家社会事業団に対し，

別紙書籍目録記載２の書籍を複製し，又は頒布してはならない。 

４ 被告生長の家は，原告株式会社光明思想社に対し，前項の書籍

を複製してはならない。 

５ 被告株式会社日本教文社は，原告公益財団法人生長の家社会事

業団に対し，２０万円及びこれに対する平成２６年７月２４日か

ら支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

６ 被告生長の家は，原告らそれぞれに対し，２０万円及びこれに

対する平成２５年１１月２５日から支払済みまで年５分の割合に

よる金員を支払え。 

７ 原告らのその余の請求をいずれも棄却する。 

８ 訴訟費用は，原告公益財団法人生長の家社会事業団と被告株式

会社日本教文社の間ではこれを３分し，その１を原告公益財団法

人生長の家社会事業団の，その余を被告株式会社日本教文社の各

負担とし，原告株式会社光明思想社と被告株式会社日本教文社の

間ではすべて原告株式会社光明思想社の負担とし，原告らと被告

生長の家の間ではこれを４分し，その１を原告らの，その余を被

告生長の家の各負担とする。 

９ この判決は，第５項及び第６項に限り，仮に執行することがで

きる。 

事 実 及 び 理 由             

第１ 請求 

１ 主文１～４項同旨。 

２ 被告株式会社日本教文社（以下「被告教文社」という。）は，原告株式会

社光明思想社（以下「原告光明思想社」という。）に対し，別紙書籍目録記

載１の書籍（以下「被告書籍１」という。）を複製してはならない。 
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３ 被告教文社は，原告らそれぞれに対し，５０万円及び平成２５年１１月２

３日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

４ 被告生長の家は，原告らそれぞれに対し，５０万円及び同月２５日から支

払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要 

 本件は，原告らが，別紙著作物目録記載の言語の著作物（以下，それぞれ

を「本件著作物１」，「本件著作物２」といい，「本件各著作物」と総称す

る。）につき原告公益財団法人生長の家社会事業団（以下「原告事業団」と

いう。）が著作権を，原告光明思想社が出版権を有し，被告教文社による被

告書籍１の出版及び被告生長の家による同目録記載２の書籍（以下「被告書

籍２」という。）の出版はそれぞれ本件各著作物に係る原告らの著作権（複

製権，譲渡権）及び出版権を侵害すると主張して，被告らに対し，原告事業

団は著作権に基づく複製，頒布の差止め等を，原告光明思想社は出版権に基

づく複製の差止めを求めるとともに，原告らそれぞれに対する不法行為に基

づく損害賠償金（弁護士費用相当額）及び不法行為の後の日である被告教文

社につき平成２５年１１月２３日から，被告生長の家につき同月２５日から

各支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金の支払を求めた事

案である。 

１ 前提事実（争いのない事実並びに後掲各証拠及び弁論の全趣旨により容易

に認定することができる事実） 

(1) 当事者 

ア 原告事業団は，Ａ（昭和６０年６月１７日死亡。以下「亡Ａ」とい

う。）が創始した宗教団体「生長の家」の宗教的信念に基づき社会厚生

事業等を行うために，昭和２１年１月８日に成立した財団法人であり，

平成２４年４月１日に公益財団法人に移行した。 

イ 原告光明思想社は，各種書籍及び雑誌の刊行等を目的とする株式会社
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である。 

ウ 被告教文社は，「生長の家」の信徒等に向けて亡Ａの著作物等を出版

する出版社である。 

エ 被告生長の家は，宗教法人法に基づいて設立された宗教法人であり，

亡Ａの主要著作である本件著作物１（生命の實相）を聖典と仰ぎ，本件

著作物２（甘露の法雨）を聖経とし，教規上「人類光明化運動」に尽く

すこととしている宗教団体である。 

(2) 本件各著作物 

ア 本件著作物１ 

 亡Ａは，多数の論文を執筆して月刊誌に掲載し，昭和７年頃，これら

の論文を分類してまとめ，「生命の實相」という題号を付した。これが

本件著作物１であるが，本件著作物１には装丁等が異なる各種の版があ

り，昭和３７年から昭和４２年には文中の単語の意義の注を付記した

「生命の實相〈頭注版〉」（全４０巻）（以下「頭注版」という。）が

出版された。 

イ 本件著作物２ 

 本件著作物２は，昭和１０年頃，亡Ａが過去に創作して２回に分けて

月刊誌に掲載した長編の自由詩をまとめて１個の著作物としたもので，

昭和１１年以降，被告教文社が出版していた。 

ウ 原告事業団への著作権の移転 

 亡Ａは，昭和２１年１月８日，本件各著作物の著作権を含む財産を出

捐し，原告事業団を創設するとの内容の寄附行為（以下「本件寄附行

為」という。）を行い，東京都長官の許可を受け，原告事業団を設立し

た。（甲１，２の１） 

(3) 被告らの行為等 

ア 被告教文社 
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(ア) 被告教文社は，昭和４１年４月頃から，「生命の教育」との題号

を付した書籍（被告書籍１）を出版している。被告書籍１は，頭注版

第１４巻，第２５巻及び第３０巻に収録された論文のうち一部の論文

を抜き出して１冊にまとめたものである。（甲７，３７～３９，乙イ

７，２４の１～３） 

(イ) 原告事業団と被告教文社は次のとおりの契約を締結した。 

ａ 原告事業団と被告教文社は，昭和４９年１月３１日，原告事業団

が版権を有する「生命の實相（各種各判）」等について，被告教文

社が出版のためにこれを使用することを原告事業団が許諾する旨の

著作権使用（出版）契約を締結した（以下，この契約を「昭和４９

年契約」という。）。 

 原告事業団は，平成２１年２月４日頃までに，昭和４９年契約を

解約する旨の意思表示をした。 

（甲１６，２８の１，２９の１） 

ｂ 亡Ａの死後である昭和６３年，原告事業団と被告教文社は，頭注

版の各巻ごとに，期間の定めのある出版使用許諾契約を締結した

（以下，このうち，頭注版の第１４巻，第２５巻及び第３０巻につ

いての出版使用許諾契約を「本件各使用許諾契約」と総称する。）。 

 本件各使用許諾契約は繰り返し更新されたが，原告事業団は，被

告教文社に対する平成１９年６月１９日付け通告書により，契約期

間を更新しないことを通知した。 

（甲１７～２０，乙イ３の２８，３９及び４４） 

イ 被告生長の家 

(ア) 原告事業団と被告生長の家は，昭和３４年１１月２２日付けで，

原告事業団が被告生長の家による本件著作物２の複製に同意する旨の

「聖経「甘露の法雨」の複製承認に関する覚書」（以下「本件覚書」
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という。）を取り交わした。（甲９） 

(イ) 被告生長の家は，昭和３４年頃から，本件覚書に基づいて，被告

書籍２を含む本件著作物２の複製物を肌守り用又は霊牌用（以下「肌

守り用等」という。）として信徒に頒布している。 

(ウ) 原告事業団は，被告生長の家に対し，平成２４年１月４日到達の

通告書により，同年３月３１日限り本件覚書による本件著作物２の使

用許諾を終了する旨通知した（以下「本件解約通知」という。）。

（甲１１，１２） 

(4) 別件訴訟 

ア 原告事業団は被告教文社に対し未払印税の支払等を求める訴訟（東京

地方裁判所平成２１年（ワ）第６３６８号事件）を，被告生長の家は原

告らに対し書籍の出版等の差止め等を求める訴訟（同第１７０７３号事

件）を，被告教文社は原告らに対し出版権の確認等を求める訴訟（同第

４１３９８号事件）を提起し，東京地方裁判所はこれらの事件を併合審

理した（以下，この訴訟を「別件訴訟１」といい，第１審における３件

の事件を順に「第１事件」などという。)。（甲３０） 

イ 被告教文社は，原告事業団に対し，著作物利用権確認を求める訴訟

（東京地方裁判所平成２５年（ワ）第４７１０号事件。以下「別件訴訟

２」という。）を提起した。（甲４４） 

２ 争点に関する当事者の主張 

(1) 本件著作物１の構成素材である論文の著作権の帰属 

（原告らの主張） 

 原告事業団の設立時の寄附行為には，財団の財産として，「Ａ著『生命

の實相』の著作権」と記載されており，原告事業団は本件寄附行為及び主

務官庁の許可により亡Ａから本件著作物１の著作権を取得した。そして，

本件著作物１が編集著作物であるとしても，本件寄附行為が編集著作権の
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みを移転するものと解することはできないから，本件著作物１の編集著作

権と本件著作物１の構成素材である論文の著作権はすべて原告事業団に帰

属する。 

（被告教文社の主張） 

 本件著作物１は，亡Ａが，自己が著作権を有する著作物である論文を素

材として選択し，配列した編集著作物である。本件寄附行為は，本件著作

物１の編集著作権のみを移転するものであって，構成素材である論文の著

作権は原告事業団に移転していない。 

(2) 被告書籍１の出版に関する許諾の終了 

（原告らの主張） 

ア 被告書籍１は，本件著作物１の一部を複製したものであるから，その

出版には原告事業団の許諾を要する。被告書籍１の出版に関する契約は，

本件著作物１の出版を許諾した昭和４９年契約と本件各使用許諾契約で

あり，いずれの契約も原告事業団による解除又は更新拒絶により終了し

た。 

イ 仮に，被告教文社の主張する書面によらない許諾があるとしても，原

告事業団は，本件訴訟において同許諾を解約する旨の意思表示をした。

同許諾は期間の定めがなくいつでも解約できるし，解約に正当な理由が

必要であるとしても，次のとおりの事情によれば正当な理由が認められ，

また，解約が権利の濫用や信義則違反に当たるとはいえない。 

(ア) 被告教文社は，原告事業団に対して支払うべき「初版革表紙 生

命の實相 復刻版」及び「初版革表紙 生命の實相第２巻『久遠の實

在』 復刻版」の印税２７４０万円を長期間支払わず，同印税の支払

請求を受けた別件訴訟１において消滅時効の抗弁を主張したため，原

告事業団は上記のうち５０万円の支払しか受けられなかった。 

(イ) 被告教文社は，被告生長の家と共に，別件訴訟１において執拗に
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不当な主張を行った。 

(ウ) 被告教文社は，<Ｃ>マークの表示について，昭和４９年契約に違

反する不当な表示をしていた。 

（被告教文社の主張） 

ア 被告書籍１は，本件著作物１の構成素材である論文の著作権者である

亡Ａが，生命の教育の理念に基づいて論文を選択して配列した編集著作

物であって，亡Ａが月刊誌に発表した論文に依拠している。したがって，

被告書籍１の出版につき原告事業団の許諾は不要である。 

イ 被告書籍１の出版に原告事業団の許諾を要するとしても，原告事業団

は，被告書籍１の初版の発行に先立って，被告書籍１の出版を書面によ

らず明示ないし黙示に許諾した。 

(ア) ① 被告書籍１は「生長の家」の伝道のための重要な書籍である

ところ，亡Ａの遺産目録に記載される一方，原告事業団に著作権が帰

属する書籍を確認した確認書には記載されていないこと，② 被告教

文社は亡Ａないしその相続人に対し被告書籍１の印税を支払っている

が，原告事業団は被告教文社に対しその印税の支払を求めたことがな

いことからすれば，原告事業団は，被告教文社が被告書籍１を出版し，

印税を亡Ａないしその相続人に支払うことを半永久的に許諾したもの

といえるから，原告事業団が同許諾を解約することはできない。 

(イ) 仮にそうでないとしても，上記許諾の解約には正当な理由が必要

であり，本件において正当な理由はない。また，上記許諾は，被告教

文社のみならず亡Ａないしその相続人らに対してもされたものである

から，原告事業団と被告教文社との間の信頼関係の破壊のみに基づい

て解約するのは，信義則に反するとともに，権利の濫用に当たる。 

ウ 原告らが被告書籍１の出版の許諾であると主張する昭和４９年契約及

び本件各使用許諾契約は，被告書籍１に関するものではない。 
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(3) 被告書籍２に関する本件覚書に係る合意の終了 

（原告らの主張） 

ア 本件覚書に係る合意は，昭和３４年当時の原告事業団と被告生長の家

の友好関係に基づいて，恩恵的に，一定の利用条件の下で期間を定めず

無償で本件著作物２の使用を許諾したものである。したがって，原告事

業団はいつでも本件覚書に係る合意を将来に向けて解約することができ

るから，本件覚書に係る合意は本件解約通知により終了した。 

イ 仮に，本件覚書に係る合意の解約に正当な理由が必要であるとしても，

次のとおりの事情によれば，正当な理由が認められる。 

(ア) 原告事業団の公益法人化に伴って，本件著作物２の著作権は公益

目的事業財産となったことから，原告事業団は公益目的事業財産の収

益に当たる印税を適正公平に収受することを要する。被告生長の家の

国内布教を援助することは原告事業団の公益目的事業に含まれていな

いから，本件覚書による無償の利用許諾を継続することは，公益法人

認定法上も許されない。 

(イ) 本件覚書は，被告生長の家が，肌守り用等の非売品として複製頒

布することに限って無償で許諾するものであるところ，被告生長の家

は被告書籍２を奉納金と引換えに信徒に頒布しており，本件覚書に定

める「非売品」とはいえない。 

(ウ) 被告生長の家は，被告生長の家が頭注版及び「生命の實相〈愛蔵

版〉」以外の本件著作物１の各版の著作権を亡Ａの相続人から取得し

た旨，あるいは，原告事業団は「生命の實相」の著作権者ではなく印

税収入を受け取る権利を有するにすぎない旨の悪質な虚偽の主張に基

づいて別件訴訟１の第２事件の訴えを提起し，また，生長の家ブラジ

ル伝道本部に対し，原告事業団が受領すべき亡Ａの著作物の印税を被

告生長の家に納めるよう申し入れた。 
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(エ) 被告生長の家は，被告教文社による原告事業団の著作権侵害行為

について，明確かつ実質的に関与していた。 

（被告生長の家の主張） 

ア 次のとおりの事情によれば，本件覚書に係る合意は，肌守り用等とし

て被告書籍２を頒布するという宗教上の意義を有する行為について，原

告事業団が本件著作物２の著作権を行使しないことを期間を限ることな

く約束するという永久的な権利不行使の合意であり，解約することは許

されない。 

(ア) 本件覚書には，被告書籍２の出版に同意することのみならず，著

作権を主張しないことが確認されており，解約できる旨の条項もない。

これは，原告事業団の上記同意が強固で取り消されるべきものでない

ことを示している。 

(イ) 被告書籍２は，肌守り用等の用途であるため極めて微細なフォン

トの活字で印刷され，思想感情の創作的な表現を感得するものではな

く，ＩＳＢＮ番号も付されていない。したがって，著作物としての使

用ではなく，商業的行為でもないから，原告事業団による本件著作物

２の使用を制限したりこれと競合することはない。そうすると，中途

解約を認めて原告事業団の著作物の使用の機会を確保する必要性もな

い。 

イ 本件解約通知には，次のとおり，正当な理由もない。 

(ア) 被告生長の家は，５０年間以上の長期にわたり本件覚書に基づい

て被告書籍２を非売品の肌守り用等として信徒に頒布してきたもので

あり，一般的な商品供給契約のように市場の変化が及ぶ性質のもので

はなく，原告事業団の公益法人化は被告書籍２の複製頒布の中止を求

める理由にはならない。また，本件における本件著作物２の使用許諾

は，社会通念上十分に合理性を有するもので，公益法人認定法に反し
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ない。 

(イ) 奉納金は制作費等の実費に見合った金額の負担であり，被告生長

の家は本件覚書作成の頃から奉納金と引き換えに本件著作物２の複製

物を頒布している。被告書籍２は，祓い清めた肌守りで，「生長の

家」の信徒だけが特別なルートで手に入れることができる非売品であ

り，本件覚書に反するものではない。 

(ウ) 原告事業団と被告らの紛争の発端は，従前，原告事業団が亡Ａの

著作物を出版するに際しては亡Ａないし被告生長の家が決定又は承認

を行っていたのに，原告事業団が被告らへの報告もなく原告光明思想

社に亡Ａの著作物を出版させたことにある。別件訴訟１は，被告らが，

亡Ａの著作物の出版につき従前の方法によることを求めたにすぎない。

また，ブラジル伝道本部への申入れの対象には原告事業団が著作権を

有する著作物は含まれない。したがって，別件訴訟１や上記申入れは

原告事業団と被告生長の家の信頼関係を破壊させるものではない。 

(エ) 本件覚書に係る合意は，信徒に対し宗教法人である被告生長の家

から本件著作物２の複製物を交付するという目的で締結されたもので

あるところ，当該目的は現在も存続しており，期限の定めのない使用

貸借契約に関する民法５９７条２項の法理に照らしても，原告事業団

の一方的意思表示により解約することはできない。 

(4) 原告光明思想社の出版権の有無 

（原告光明思想社の主張） 

ア 原告事業団は，本件著作物１の著作権を有しているから，その一部で

ある被告書籍１の著作権も有している。なお，被告書籍１が本件著作物

１とは別個の編集著作物であるとの被告教文社の主張は争う。 

イ 原告事業団は，平成２５年８月８日，原告光明思想社に対し，被告書

籍１と同一の内容の書籍「生命の教育－類篇「生命の實相」」に関する
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出版権設定契約及び被告書籍２と同一の内容の書籍「御守護 甘露の法

雨」に関する出版権を設定した。 

（被告教文社の主張） 

ア 被告書籍１は本件著作物１とは別個の編集著作物であり，原告事業団

は被告書籍１の編集著作権を取得していないから，原告事業団は，被告

書籍１についての出版権を設定する権原がない。 

イ 原告事業団と原告光明思想社の間の出版契約の対象となる書籍が被告

書籍１と同一であるかどうか不明である。 

（被告生長の家の主張） 

 出版権の設定については不知である。 

(5) 原告光明思想社による出版権行使についての権利の濫用等の成否 

（被告らの主張） 

ア 原告光明思想社の代表取締役Ｂ（以下「Ｂ」という。）は，昭和５４

年から平成２０年までの間被告教文社に勤務して亡Ａの著作物の編集業

務を担当していた者である。 

イ Ｂは，本件著作物１が被告生長の家の伝道の中核をなす著作物であり，

長年にわたって被告教文社が被告生長の家の管理の下で被告書籍１の出

版を引き受けてきた経過，被告生長の家が本件覚書に基づいて被告書籍

２を出版していた趣旨，「生長の家」における被告書籍２の意義を熟知

している。 

 さらに，Ｂは，反「生長の家」の活動を展開するために原告光明思想

社を設立し，原告事業団との間で出版契約を締結し，被告らによる被告

書籍１及び被告書籍２の出版を妨害しようとしている。 

ウ 以上によれば，原告光明思想社は背信的悪意者であり，原告光明思想

社の各出版権は被告らに対抗できるものではないから，原告光明思想社

が被告らに対して出版権を行使することは，権利の濫用に当たり，信義
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誠実の原則にも反し，許されない。 

（原告光明思想社の主張） 

 争う。Ｂは，被告教文社による被告書籍１の出版に関する許諾について

は知らないし，また，被告生長の家が本件覚書に基づいて被告書籍２を複

製していたことは知らなかった。Ｂには，反「生長の家」の活動をする意

思はない。 

(6) 損害額 

（原告らの主張） 

 原告らは，被告らによる著作権ないし出版権侵害の不法行為により，本

件訴訟を提起することを余儀なくされ，弁護士費用相当額の損害を被った。 

 被告らの各不法行為と相当因果関係のある原告らの弁護士費用の額はそ

れぞれ５０万円を下らない。 

（被告らの主張） 

 争う。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 本件著作物１の構成素材である論文の著作権の帰属（争点(1)）について 

(1) 原告らは，本件寄附行為は構成素材である論文を含め本件著作物１に

ついての著作権を全て移転するものであると主張するのに対し，被告教文

社は，本件著作物１の編集著作権のみを移転するものであると主張する。 

 そこで判断するに，前記前提事実，後掲各証拠及び弁論の全趣旨によれ

ば，次の事実が認められる。 

ア 亡Ａは，昭和５年頃，宗教団体である「生長の家」を創始し，その頃

から，「生命の法則に據る新しい天才教育法」，「教育に於ける解放と

引出しの二方面」等の題号で多数の論文を執筆し，「生長の家」に関連

する月刊誌に掲載して発表した。 

 亡Ａは，その後，上記論文の文章の一部を改め，小見出し等を付し，
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系統立てて編纂し，「生命の實相」の題号を付して本件著作物１を作成

した。 

（甲３７～４０，乙イ１の１～１５，２４の１～３） 

イ 本件著作物１は，「生長の家」における聖典と位置付けられ，昭和７

年から昭和２０年までの間に，「生命の實相〈革表紙版〉」，「久遠の

實在」（副題「生命の實相第２巻」），「生命の實相〈豪華大聖典〉」，

「生命の實相〈縮刷中聖典〉」等の装丁が異なる各種の版が出版された。 

ウ 亡Ａは，昭和２１年１月８日，「生長の家」の宗教的信念に基づいて

社会厚生事業及び社会文化事業の発展強化を図る目的で原告事業団を設

立する本件寄附行為を行った。原告事業団の当時の寄附行為には，財団

の財産として，「Ａ著『生命の實相』等の著作権」と記載されている。

（甲１，２の１） 

エ 原告事業団は，昭和４９年，本件著作物１の著作権者として，被告教

文社との間で，本件著作物１の各種の版の出版を許諾する契約（昭和４

９年契約）を締結したが，それ以前より被告教文社から印税を受領して

いた。（乙イ２，４） 

オ 亡Ａが昭和６０年６月１７日に死亡した頃，亡Ａの孫であり被告生長

の家の総裁であったＣと原告事業団の間で，亡Ａの著作物の著作権の帰

属について疑義が生じた。そこで，原告事業団と亡Ａの相続人であるＤ，

Ｅ及びＦ（以下「相続人ら」ということがある。）の代表者Ｅは，昭和

６３年３月２２日，原告事業団が本件寄附行為により頭注版を含む複数

の亡Ａの著作物の著作権を取得し保有していることを確認する旨の確認

書（以下「本件確認書」という。）を作成した。さらに，相続人らは，

同年４月２７日，昭和２１年１月８日に亡Ａから原告事業団に対し本件

著作物１に係る著作権の譲渡があった旨の著作権の譲渡の登録手続をし

た。 
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（甲３，乙イ５） 

カ 平成１９年頃，頭注版のリニューアルの企画をきっかけに被告ら及び

Ｆと原告らの間に紛争が生じ，平成２１年以降は別件訴訟１等で「初版

革表紙 生命の實相」の著作権の帰属等が争われたが，紛争を通じ，被

告らや相続人らが，本件著作物１の構成素材である個々の論文の著作権

が亡Ａに留保されているとの主張をしたことはない。（甲２１の２，２

２の２，２３，２４，２５の２，２６の１，２７の２及び３，２８の２，

３０，３１，４４，５６） 

(2) 上記認定事実を前提に本件著作物１の構成素材である論文の著作権の

帰属について判断する。 

 原告事業団の設立当時の寄附行為には，財団に帰属する財産として

「『生命の實相』等の著作権」と記載され，本件著作物１の編集著作権に

限定する記載はない。また，上記(1)認定のとおりの本件著作物１の成立

の経緯，本件著作物１の「生長の家」における位置付け，原告事業団の設

立の目的等に照らせば，亡Ａが原告事業団を設立するに際し，本件著作物

１の構成素材である論文の著作権を自己に留保して編集著作権のみを原告

事業団に移転する意思であったとはうかがわれない。 

 以上によれば，本件著作物１が編集著作物であるとしても，本件寄附行

為による移転の対象である「生命の實相」の著作権には本件著作物１の構

成素材である論文の著作権が含まれるものと解される。相続人らが関与し

た本件確認書及び著作権登録の内容や，原告事業団の設立後に原告事業団

を著作権者として昭和４９年契約等が締結されていること，亡Ａ，相続人

ら及び被告らが，亡Ａに本件著作物１の構成素材である論文の著作権が留

保されているとの主張をしてこなかったことも上記認定に沿うものである。 

 したがって，原告事業団は，本件寄附行為により，構成素材である論文

の著作権を含む本件著作物１の著作権を取得したものと解される。 
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２ 被告書籍１の出版に関する許諾の終了（争点(2)）について 

(1) 前記１のとおり，原告事業団は本件著作物１の構成素材である論文の

著作権を保有しているところ，前記前提事実(3)ア(ア)によれば，被告書籍

１は頭注版の一部を抜き出したものであり，本件著作物１ないしその構成

素材である論文に依拠し，これを有形的に再製したものであると認められ

るから，被告教文社が被告書籍１を出版するためには原告事業団の許諾を

要する。そして，被告書籍１の出版に関する許諾の内容及び当該許諾が終

了したかについて争いがあるから，この点について検討するに，前記前提

事実，後掲各証拠及び弁論の全趣旨によれば，次の事実が認められる。 

ア 本件著作物１には２０本以上の教育に関わりのある論文が含まれると

ころ（頭注版の第１４巻，第２５巻，第２６巻，第３０巻及び第４０巻

に収録），被告書籍１は，このうち５本の論文（頭注版の第１４巻，第

２５巻及び第３０巻に収録されているもの）を選択し，具体的な教育課

題をまず提示し，次にその教育方法を説明し，最後に総括的に「生長の

家」の児童教育法を解説するという構成で，「芽生えを培ふ教育法」

（頭注版第３０巻第２章），「人間の模倣性と教育」（同巻第３章），

「無軌道の教育法」（同第２５巻第２章），「解放と引き出しの教育」

（同巻第３章），「生命の教育法」（同第１４巻教育篇）という順番に

配列し，本件著作物１にない小見出しを１５か所に設け，「編纂者識

す」というはしがきを付したものである。被告書籍１の初版の奥付には，

著者名Ａ，<Ｃ>マークの横に「１９６６，Ａ’」と記載されているが，

編者の氏名の記載はない。 

 被告書籍１の制作に際しては，「生長の家」の関連団体である新教育

者連盟の幹部職員が発案及び編集作業に関与した。 

（甲７，３７～３９，５２，乙イ７，２４の１～３） 

イ 被告生長の家の総裁であり多数の著作物の著作者である亡Ａと，原告
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事業団及び被告教文社は，本件著作物１を含む亡Ａの多数の著作物を通

じた「生長の家」の伝道や，宗教的理念に基づく活動について，相互に

協力して活動していた。 

 被告教文社は，昭和４１年４月２９日，被告書籍１を発行したが，そ

の際，原告事業団と被告教文社の間で，出版の対象を「生命の教育」

（被告書籍１）と明示した出版に関する契約書は作成されず，その後も

そのような契約書は作成されなかった。 

（甲２の１，７，９，乙イ２，７，１４の１～１８） 

ウ 被告書籍１は，「生長の家」の提唱する教育法に関する書籍として原

告事業団が行う要保護児童の育成事業においても活用され，また，「生

長の家」の伝道のための重要な書籍として版を重ね，平成２５年には第

８５版を出版した。被告教文社は，被告書籍１の初版の発行後，亡Ａな

いしその相続人らに対し，被告書籍１の印税を支払っていた。（乙イ８，

１３の１及び２，２２） 

エ 原告事業団と被告教文社の間には平成１９年頃に紛争が生じ（前記１

(1)カ），平成２１年には原告事業団が別件訴訟１の第１事件の訴えを

提起し，これに対し被告らが第２事件及び第３事件を提訴するに至った。

別件訴訟１において，被告らは，原告事業団が「生命の實相」について

亡Ａから取得したのは著作権収入を取得する権利であって著作権ではな

いなどと主張したが排斥され，原告事業団が「生命の實相」各版全ての

著作権を有しており，被告教文社が原告事業団に支払うべき未払印税は

２７４０万円であるが，うち２６９０万円については被告教文社の消滅

時効の援用により消滅したとして，原告事業団の第１事件の請求を５０

万円の限度で認容し，被告らの請求を全て棄却する旨の判決がされ（第

１審平成２３年３月４日，控訴審平成２４年１月３１日），平成２５年

５月２７日に上告棄却兼不受理決定により確定した。（甲３０～３２） 
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オ 被告教文社は，平成２５年，被告教文社が頭注版等について出版使用

許諾契約に基づく著作物利用権を有することの確認を求める別件訴訟２

を提起したが，第１審，控訴審ともこれを棄却する旨の判決をした。

（甲４４，５６） 

カ 原告事業団は，平成２６年７月２４日の本件第５回弁論準備手続期日

において，被告教文社に対し，被告書籍１に関する本件著作物１の使用

について書面によらない許諾があったとしても，これを解約する旨の意

思表示をした。（当裁判所に顕著な事実） 

(2) 上記認定事実を前提に，被告書籍１の出版に関する許諾の内容及び当

該許諾が終了したかについて判断する。 

ア 被告書籍１は，本件著作物１に含まれる多数の教育に関係する論文の

うちから５本を選択し，章名及び小見出しを付し，「生長の家」の理念

に基づく教育法を理解し易い順番に配列したもので，その選択及び配列

には創作性があるものと解されるから，編集著作物であると認められる。 

 そして，上記(1)認定のとおり，① 被告書籍１は「生長の家」の重

要な書籍として被告教文社により４０年以上にわたり版を重ね，その間，

原告事業団は，「生長の家」の教義に基づく活動のために被告書籍１を

利用していた一方，被告教文社による被告書籍１の出版に異議を述べて

いないこと，② 被告書籍１の初版を出版した当時，亡Ａ，被告教文社

及び原告事業団は，相互に協力して「生長の家」の伝道のために活動し

ていたこと，③ 原告事業団と被告教文社の間で被告書籍１を出版の対

象とした契約書が作成されていないことからすれば，原告事業団は，本

件著作物１に含まれる論文を利用して被告書籍１が作成され，出版され

ることを知りながら，これを容認していたとみることができる。そうす

ると，原告事業団は，被告書籍１の初版の出版の頃までに，被告教文社

に対し，被告書籍１の出版につき本件著作物１に含まれる論文を使用す
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ることを少なくとも黙示的に許諾したものと推認される（以下，この許

諾を「本件許諾」という。）。 

 また，原告事業団は被告書籍１の出版について何らの対価を得ておら

ず，本件許諾に際して期間の定めを設けたことはうかがわれないから，

本件許諾は無償かつ期間の定めのないものであったと認められる。 

 これに対し，原告事業団は，被告書籍１の出版は，昭和４９年契約な

いし本件各使用許諾契約による許諾に基づくものであり，これらの各契

約は終了したと主張するが，上記各契約は，契約書の記載上，「生命の

實相」の出版に関するものであり，これとは別の編集著作物である「生

命の教育」（被告書籍１）を出版の対象とするものでないことが明らか

であるから（甲１６～１９，乙イ３の２８，３９及び４４），原告事業

団の主張は採用できない。 

イ 上記アのとおり，本件許諾は期間の定めのない無償の許諾であるが，

前記認定の被告書籍１の出版に至る経緯等に照らせば，原告事業団が本

件許諾を解約するためには，両者間の信頼関係が破壊されたことなど正

当な理由が必要であると解される。 

 そこで，原告事業団による解約（前記(1)カ）に正当な理由があるか

をみるに，① 被告教文社は，別件訴訟１において，原告事業団は本件

寄附行為により著作権収入を取得する権利を取得したにすぎないと主張

し，原告事業団の著作権を争っていたこと，② 被告教文社が，長期間

多額の印税を支払わず，別件訴訟１において消滅時効を援用した結果，

原告事業団は多額の未払印税を取得できなかったこと，③ 被告教文社

は，別件訴訟１の後，本件著作物１の利用権をめぐって更に別件訴訟２

を提起したことなどを含む原告事業団と被告教文社の間の紛争の内容や

経過に照らせば，本件訴訟の提起までの間に原告事業団と被告教文社の

間の信頼関係は破壊されたものというべきである。 
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 したがって，本件許諾は，原告事業団の解約により平成２６年７月２

４日に終了したものと認められる。 

ウ これに対し，被告教文社は，① 本件許諾は半永久的なものであり解

約はできないこと，② 原告事業団による解約には正当な理由がないこ

と，③ 本件許諾は亡Ａに対する許諾に基づくものであり，被告教文社

と原告事業団の間の信頼関係の破壊があったことのみによる解約は権利

の濫用ないし信義則違反であることを主張する。 

 しかし，①について，本件許諾が半永久的なものであったことを認め

るに足りる証拠はないし，被告教文社が指摘する各事情は本件許諾が解

約できないものであることを推認させる事情とはいえない。 

 ②について，本件許諾の解約に正当な理由が認められるのは上記判断

のとおりである。 

 ③について，本件許諾が原告事業団と被告教文社の間の許諾であるこ

とは上記ア認定のとおりであるし，前記(1)エ認定の原告事業団と被告

教文社の間の紛争経過に照らせば，解約が権利の濫用に当たり信義則に

反するとは認められない。 

(3) 以上によれば，被告書籍１の出版は原告事業団の著作権（複製権，譲

渡権）を侵害するものであるから，原告事業団の被告教文社に対する差止

め及び廃棄請求は理由がある。 

３ 被告書籍２に関する本件覚書に係る合意の終了（争点(3)）について 

(1) 被告生長の家が本件覚書に係る合意に基づいて被告書籍２を出版して

いたことには争いがないところ，原告事業団は本件解約通知により本件覚

書に係る合意が終了したと主張するので，この点について検討する。 

 前記前提事実，後掲各証拠及び弁論の全趣旨によれば，次の事実が認め

られる。 

ア 昭和３４年当時，原告事業団の許諾に基づき被告教文社が書籍「甘露
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の法雨」を出版していたが，本件著作物２は「生長の家」の聖経である

ことから，営利法人である被告教文社ではなく宗教法人である被告生長

の家から交付を受けたいとの信徒の要望があった。そこで，原告事業団，

被告教文社及び被告生長の家は，同年１１月２２日頃，本件覚書を取り

交わし，亡Ａがその内容を承認した。本件覚書には，次の趣旨の記載が

ある。（甲９） 

「生長の家のみ教えによって社会人心の光明化をはからんとする点に

於いて，被告生長の家とその悲願を共にする原告事業団及び被告教文

社は寧ろ進んで信徒の要望に賛同し，被告生長の家がこれに応えて聖

経『甘露の法雨』を特に肌守り用または霊牌用に限り『非売品』とし

て複製し，これを信徒に交付することに同意するものである。且つ原

告事業団及び被告教文社はこれに対して自己の所有にかかる著作権又

は出版権を主張せず，何らの異議の申立をもなさざるものとする。」 

イ 被告生長の家は，本件覚書に係る合意に基づき，昭和３４年頃から，

奉納金（１部５００円～７００円程度）を奉納した者に対し，肌守り用

等として本件著作物２の複製物である被告書籍２を贈呈するという形で

頒布していた。本件覚書には対価の定めはなく，被告生長の家は，原告

事業団に対し，被告書籍２の複製の使用料等は支払っていなかった。

（甲９，１３の１から７，４５，検乙ロ１～４） 

ウ 被告生長の家は，別件訴訟１の第１審判決後である平成２３年７月頃，

社団法人「生長の家ブラジル伝道本部」等に対し，４先生（判決注：亡

Ａ及び相続人ら）の著作物の著作権は被告生長の家に移転され，著作権

者として被告生長の家が印税の取扱いに対する決定を行うことになった

ため，従前は印税基金として積み立てていた上記社団法人における４先

生の著書の翻訳・出版に係る印税について，平成２４年１月以降の分を

被告生長の家に納めるよう申し入れた。この申入れには，対象となる著
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作物を「４先生の著書」と特定しており，原告事業団に著作権が帰属す

る著作物を除外することを示唆する記載はない。（甲４７，４８） 

エ 原告事業団は，平成２４年１月４日，被告生長の家に対し，① 原告

事業団が同年４月以降公益社団法人に移行するに当たり，本件覚書によ

る無償使用許諾を継続するのは公益性に反すること，② 別件訴訟１の

第２事件の提訴等により原告事業団と被告生長の家の間の信頼関係が破

壊されたことなどを理由に，同年３月３１日限り本件覚書による許諾を

終了する旨通知した（本件解約通知）。（甲１１，１２） 

(2) 前記２(1)及び上記(1)の認定事実を前提に，本件覚書に係る合意が本件

解約通知により終了したかを判断する。 

ア まず，本件覚書に係る合意の性質についてみるに，本件覚書には，著

作権者である原告事業団が被告生長の家による本件著作物２の複製及び

交付に同意する旨が記載され，期間及び対価の定めはないから，本件覚

書に係る合意は，原告事業団が被告生長の家に対し，本件著作物２を一

定の条件の下で複製し，頒布することを期間の定めなく無償で許諾した

ものであると解するのが相当である。 

 これに対し，被告生長の家は，① 本件覚書には原告事業団が著作権

を主張しないとの記載があり，永久的な権利不行使の合意であること，

② 肌守り用等である被告書籍２からは創作的表現を感得できず，その

複製頒布は著作物としての使用ではないから，解約により原告事業団の

著作物の使用の機会を確保する必要性がないことを理由に，本件覚書に

係る合意は解約を許さない合意であると主張する。 

 しかし，①について，著作権の使用を許諾する場合に著作権を主張し

ないのは当然であるから，その旨の記載があるからといって永久的な権

利不行使の合意であるとは読み取れないし，②について，肌守り用等で

あっても文字の大きさからして記載内容を判読することは可能であるか
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ら（甲１０，検乙ロ１～４），その複製頒布は本件著作物２の使用にほ

かならず，被告生長の家の主張は前提を欠く。したがって，被告生長の

家の主張はいずれも採用できない。 

イ 上記アのとおり，本件覚書に係る合意は期間の定めのない無償の許諾

であるが，本件覚書は，財団法人である原告事業団と宗教法人である被

告生長の家の間の「生長の家」の伝道のための宗教的な協力関係の下に，

宗教法人である被告生長の家が肌守り用等として本件著作物２の複製物

を信徒に頒布するため作成されたものであるから，本件覚書に係る合意

を解約するには，当事者間の信頼関係が破壊されたことなど正当な理由

が必要であると解される。 

 そこで，原告事業団の解約に正当な理由があるかをみるに，前記認定

事実によれば，① 被告生長の家が，原告事業団に対し，頭注版及び

「生命の實相〈愛蔵版〉」以外の本件著作物１の著作権を亡Ａの相続人

から取得したとの独自の見解を前提に別件訴訟１の第２事件の訴えを提

起したこと，② 別件訴訟１の第１審判決において①の見解が退けられ

た後にも，同様の見解を前提として社団法人「生長の家ブラジル伝道本

部」に対し亡Ａの著作物に関する印税を支払うよう申入れをしたことな

ど，原告事業団と被告生長の家の間の紛争の内容や経過に照らせば，原

告事業団と被告生長の家の間の信頼関係は破壊されたものというべきで

あり，原告事業団の解約には正当な理由があるものと認められる。 

 これに対し，被告生長の家は前記第２の２(3)（被告生長の家の主

張）イのとおり正当な理由がない旨主張するが，以上に説示したことに

照らし，これを採用することはできない。 

 以上によれば，本件覚書に係る合意は本件解約通知によって終了した

と判断するのが相当である。 

(3) したがって，被告書籍２の出版は原告事業団の著作権（複製権，譲渡
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権）を侵害するものであるから，原告事業団の被告生長の家に対する差止

請求は理由がある。 

４ 原告光明思想社の出版権の有無（争点(4)）について 

(1) 被告教文社に対する請求に関し 

ア 原告光明思想社は，原告事業団は本件著作物１の著作権を有している

から被告書籍１の著作権を有していると主張する。 

 しかし，前記２(2)ア説示のとおり，被告書籍１は本件寄附行為の後

に編纂された本件著作物１とは別の編集著作物であり，原告事業団が本

件著作物１の著作権を有することから直ちに被告書籍１の編集著作権を

取得したとは認められず，ほかに，原告事業団が被告書籍１の編集著作

権を取得したことを認めるに足りる証拠はない。 

 したがって，原告事業団には被告書籍１について出版権を設定する権

原を欠くから，原告光明思想社が上記出版権を取得したとは認められな

い。 

イ 以上によれば，原告光明思想社の被告教文社に対する各請求は，その

余の点を判断するまでもなく，理由がない。 

(2) 被告生長の家に対する請求に関し 

ア 前記前提事実，証拠（甲６，１０，６０，６１）及び弁論の全趣旨に

よれば，原告事業団は，本件著作物２に係る著作権を保有し，平成２５

年８月８日，原告光明思想社に対し，書籍「御守護 甘露の法雨」につ

いて３年間の期間を定めて出版権の設定をしたこと，この書籍の内容は

被告書籍２とほぼ同一であることが認められる。 

イ したがって，被告生長の家による被告書籍２の出版は，原告光明思想

社の出版権を侵害するものと認められる。 

５ 原告光明思想社による出版権行使についての権利の濫用等の成否（争点

(5)）について 
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(1) 上記４(2)のとおり，被告生長の家は原告光明思想社の出版権を侵害し

ているから，原告光明思想社の被告生長の家に対する出版権行使が権利の

濫用に当たるかが問題となる。 

(2) そこで検討するに，前記前提事実，上記３(1)及び４(2)アに認定した事

実並びに弁論の全趣旨によれば，被告生長の家は本件覚書に係る合意に基

づいて被告書籍２を出版していたが，同合意は平成２４年３月３１日をも

って終了したこと，原告光明思想社は平成２５年８月８日に「御守護 甘

露の法雨」の出版権を取得したことが認められる。そうすると，原告光明

思想社は本件覚書に係る合意の解約後の第三者であり，Ｂの認識を問わず

原告光明思想社が背信的悪意者には当たらないことは明らかである。 

 この点をおくとしても，本件の関係証拠上，Ｂが原告光明思想社の代表

者として被告生長の家に対する害意をもって出版権の設定を受けたことな

ど原告光明思想社の出版権の行使が権利の濫用や信義則違反に当たると解

すべき事情は認められない。 

(3) 以上によれば，原告光明思想社の被告生長の家に対する差止請求は理

由がある。 

６ 損害額（争点(6)）について    

(1) 以上のとおり，被告教文社による被告書籍１の出版は原告事業団の著

作権を侵害する不法行為に，被告生長の家による被告書籍２の出版は原告

事業団の著作権及び原告光明思想社の出版権を侵害する不法行為に当たる。 

 原告らは上記各不法行為により本件訴訟を提起することを余儀なくされ

たものと認められ，上記各不法行為の内容，本件訴訟の経過等に照らせば，

上記各不法行為と相当因果関係のある弁護士費用の額はそれぞれ２０万円

が相当である。 

 なお，被告教文社による被告書籍１の出版は，本件許諾が終了した平成

２６年７月２４日以降違法となるものと解される。 
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(2) したがって，原告事業団の被告教文社に対する損害賠償請求は２０万

円及びこれに対する平成２６年７月２４日から支払済みまで，原告らの被

告生長の家に対する損害賠償請求は各２０万円及びこれに対する不法行為

の後の日である平成２５年１１月２５日から支払済みまで民法所定の年５

分の割合による遅延損害金の支払を求める限度で理由がある。 

第４ 結論 

 よって，主文のとおり判決する。 

 

東京地方裁判所民事第４６部 

 

裁判長裁判官    長 谷 川  浩  二               

 

 

裁判官    清 野 正 彦               

 

 

裁判官    髙 橋  彩              
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（別紙） 

書籍目録 

１ 発行所 株式会社日本教文社 

  題号「生命の教育」 

著者 Ａ 

２ 発行所 生長の家 

題号「聖経 甘露の法雨」 

著者 Ａ 

折本型経本であり書籍本体の大きさは縦約７㎝×横約３㎝×厚さ約０．５㎝ 
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（別紙） 

著作物目録 

１ 生命の實相 

２ 聖経 甘露の法雨 

 


